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⑭エネルギーの有効利用
家庭や事業所における省エネルギーや再生可能エネルギー等の導入を促進するとともに、効率的なエネルギーの利用の促進や低炭素まちづくりを推進します。

現状と課題

　　目標を達成するための指標




※目標指標については、下記の国の目標を参考に、鎌倉市の人口・世帯案分と伸び率を勘案した推計に基づいて設定しています。
・電気自動車普及台数：環境省の次世代自動車普及戦略における目標である207万台（2020年度）
・家庭用燃料電池設置台数：グリーン政策大綱における目標である530万台（2030年度）
・太陽光発電系統連系：地球温暖化対策に係る中期ロードマップに基づく目標である1000万世帯(2020年度)
施策の体系　
1　省エネルギーの推進
省エネ型ライフスタイル・オフィススタイル
省エネを意識した設備更新等
２　再生可能エネルギー等の導入推進
再生可能エネルギー等の活用
３　効率的なエネルギー利用の促進
エネルギー利用の最適化による効率利用の促進
未利用エネルギーの利活用
４　低炭素まちづくりの推進
低炭素まちづくりの推進
施策の展開　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　省エネルギーの推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【 】内は各施策の進捗指標
	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	1 省エネ型ライフスタイル・オフィススタイル
	市民
	・冷暖房温度の適正化､省エネルギー型商品の選択､利用などにより､省エネルギー型のライフスタイルの実践に努めます。
	環境政策課

	
	事業者
	· 事業所等においてクールビズやウォームビズに取り組むなど、オフィスにおける省エネルギーの推進に努めます。
· ISO14001やエコアクション21などの環境マネジメントシステムの導入に努めます。
· エコショップ・エコ商店街に登録し、省エネ型事業の実践に努めます。
	環境政策課
環境政策課
環境政策課

	
	市
	・鎌倉市役所エコアクション21の推進により、市の施設における省エネルギーの実践に努めます。
・エコアクション21などの環境マネジメントシステムの普及啓発に努めます。　　　　　　　　　　　　　　【環境マネジメント導入事業所数】
・エコショップ・エコ商店街の登録を推進し、事業者、消費者の省エネ意識の醸成をはかります。
· イベントや展示会、ホームページなどを通じて、様々な機会を活用し、省エネルギー型ライフスタイル・オフィススタイルについて情報提供します。
・省エネ機器、グリーン購入法適合品に関する情報提供をはかります。
· 家庭や事業所の省エネ相談、省エネ診断などを通して、効果的に省エネに取り組める方策について情報提供します。
	環境政策課
環境政策課
環境政策課
環境政策課
環境政策課
環境政策課

	2 省エネを意識した設備更新等
	市民
	・家庭における照明器具のLED化など、省エネルギー機器の導入に努めます。
· 床・壁・窓・天井・屋根に断熱性能に優れた材料を使用するなどの省エネルギーに配慮します。
· 屋上や壁面の緑化などにより冷暖房効率の向上に努めます。
	環境政策課
建築住宅課
みどり課

	3 
	事業者
	・照明機器、空調設備、給湯設備などの計画的更新や適切な維持管理を行い、省エネルギー性能の高い機器の導入に努めます。
・事業所等における屋上や壁面の緑化などにより冷暖房効率の向上に努めます。
	みどり課

	
	市
	・照明機器、空調設備、給湯設備などの設備を計画的に更新し、公共施設の省エネ化を進めます。
・ESCO事業の活用など効率的な省エネ設備等の導入方策について検討を進めます。
・自治・町内会等における防犯灯のLED化を進めます。
	管財課
環境政策課
市民安全課


２　再生可能エネルギー等の導入推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【 】内は各施策の進捗指標
	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	1 再生可能エネルギー等の活用
	市民
	· 太陽光､太陽熱、燃料電池などの再生可能エネルギー等の利用に努めます。
【市内の太陽光発電系統連系 市域における年間電力量】
【市内の家庭用燃料電池設置台数】
	環境政策課

	
	事業者
	· 太陽光、太陽熱、燃料電池などの再生可能エネルギー等の利用に努めます。
	環境政策課

	
	市
	· 設備導入コストや国の制度等を踏まえ必要な支援策を講じることにより、太陽光、太陽熱、燃料電池などの普及促進に努めます。
· 公共施設の建物の新築や改修等に際し、再生可能エネルギー等の活用を図ります。
【再生可能エネルギー等導入件数】
· 公共施設の屋根貸し等、様々な手法を検討し、太陽光などの再生可能エネルギーの公共施設での率先導入に努めます。
· 再生可能エネルギーの技術動向について情報を収集し、効果的な活用について、調査研究を進めます。
· グリーン電力、市民ファンドなどの活用による再生可能エネルギーの普及方策について調査研究を進めます。
· 食用油を資源化し、バイオディーゼル燃料として活用をはかります。
· 公共施設に設置した太陽光発電設備などの再生可能エネルギー設備を、環境教育の教材として活用することを検討します。
	環境政策課
環境政策課
建築住宅課
各施設
環境政策課
環境政策課
環境政策課
資源循環課
環境政策課
教育センター


３　効率的なエネルギー利用の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【 】内は各施策の進捗指標
	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	①エネルギー利用の最適化による効率利用の促進
	市民
	· 家庭においてHEMSやスマートメーター等の導入によるエネルギー利用の効率化に努めます。
	環境政策課

	
	事業者
	· 事業所等においてBEMSやスマートメーター等の導入によるエネルギー利用の効率化に努めます。
	環境政策課

	
	市
	· 公共施設におけるスマートメーターの導入など、エネルギー利用の効率化を進めます。
· 電気自動車の蓄電機能に着目し、非常時の電力供給源としての活用や電力不足時のピークシフトとしての利用を検討します。
· コジェネレーションシステムや蓄電池など、事業所で高度エネルギー利用ができる機器の情報提供に努めるとともに、導入支援策について国・県にも要請し、企業が環境整備しやすい制度について検討します。
	環境政策課
環境政策課
環境政策課

	②未利用エネルギーの利活用
	事業者
	· 事業所等においてコジェネレーションシステムの導入や、サーマルリサイクルなどエネルギーの有効利用に努めます。
	

	
	市
	· 浄化センターにおける廃熱利用や下水汚泥の燃料化など、未利用エネルギーの利活用について検討します。
· 新ごみ焼却施設について、高効率発電などエネルギー回収が可能な施設の建設を目指します。
	下水道河川課／
浄化センター
環境施設課


４　低炭素まちづくりの推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【 】内は各施策の進捗指標
	事業名
	各主体の役割と施策
	担当課

	①低炭素まちづくりの推進
	市民
	・公共交通機関の利用、エコドライブの実践、自動車購入時には電気自動車などの低公害車を選択するなど、交通分野における低炭素社会推進への取組に努めます。
【市内の電気自動車普及台数】
· 家庭において緑のカーテンの設置や緑化率の向上に努めます。
	環境政策課
環境政策課

	
	事業者
	・エコドライブの実践、自動車購入時には電気自動車などの低公害車を選択するなど、交通分野における低炭素社会推進への取組に努めます。
・オープンスペースの確保に協力します。
・まちづくり空地の確保に協力します。
	環境政策課
道水路管理課
道水路管理課

	
	市

	· パーク＆ライド、鎌倉フリー環境手形等の公共交通への転換策の普及を図るとともに、新たな自動車交通の抑制策について検討します。
· カーシェアリングや小型モビリティなど環境に配慮した交通手段の導入について検討します。
· 地域経済の活性化や雇用の促進につながるような、地域特性に合った持続可能なエネルギー施策のあり方について検討します。
· 屋上や壁面の緑化、風の道に配慮したまちづくりや、緑地の保全を進め、地域特性を活かした低炭素社会を目指します。
· 公共施設の配置の最適化やスマートグリッド技術の活用などにより、分散型発電システム、再生可能エネルギー、電気自動車による交通、高効率なビル・家庭の電気使用など、多岐にわたる技術を組み合わせて、都市全体のエネルギー構造を高度に効率化したスマートシティの形成について検討を進めます。
	交通計画課
環境政策課
環境政策課
観光商工課
環境政策課
みどり課
環境政策課


補足資料







家庭や事業所で消費されるエネルギー源の多くは化石燃料に依存しており、精製や消費の際に二酸化炭素を排出して地球温暖化を引き起こす原因となっています。


これまで電気は化石燃料のほか主に原子力を利用して供給されてきました。しかし東日本大震災に伴う原発事故により原子力発電の信頼性が大きく揺らぎ、国のエネルギー政策はこれまでの原子力依存から方針転換してきています。原子力比率を下げつつ現在の消費レベルを維持するためのエネルギーを化石燃料で補うことは、エネルギーの安全保障及び地球温暖化防止の観点から好ましくありません。


こうした事情を背景として、地方自治体においても更なる省エネルギーの推進や再生可能エネルギーの導入が必要となってきています。また新たな課題として、市民の安心や災害時の安全性の向上のため、エネルギーの安定供給に関する取組も注目されています。


これまで推進してきた省エネルギーの取組とあわせて、再生可能エネルギーによる創エネルギーや蓄電池などの利用による蓄エネルギーの観点を取り入れ、エネルギー消費に伴う環境負荷の低減を図るとともに、地域のエネルギーの安定確保へ向けた取組を進めます。








　 市役所年間電気使用量　　　　　平成27年度（2015年度）に


　　　　　　　　　　　　　　　　 平成23年度（2011年度）に比べて4%削減





市内の電気自動車普及台数　　　平成27年度（2015年度）に300台


　　　　　　


太陽光発電系統連系


市域における年間電力量　   　 平成27年度（2015年度）に14,465 MWh





� 市内の家庭用燃料電池設置台数　　　 平成27年度（2015年度）に500台





・将来に向け原発に依存しないエネルギー基盤を構築していくためには、再生可能エネルギー等の導入推進は不可欠です。


・原子力政策の見直しに伴い化石燃料への依存度を増さざるを得ない状況では、さらに地球温暖化が加速する恐れがあります。温暖化対策の観点からも再生可能エネルギーの導入推進はこれまで以上に重要な施策になってきます。


・非常時におけるエネルギーの安定確保という面でも、市域において再生可能エネルギー等の拡大を図ることは重要な意味を持ちます。


・再生可能エネルギー等はそれぞれ長所短所があり、また技術革新が著しい分野であるため、効率的・効果的な導入を図るに際しては継続した研究が必要となります。





■２再生可能エネルギー等の導入推進





・土地事情の厳しい鎌倉市においては、大規模太陽光発電設備や風力発電等の導入には制約があり、省エネ施策を主体とした取組みを進めることが市の特性に適した施策と言えます。


・省エネ施策を持続させるためには、エネルギー消費を抑制するという視点だけでなく、高効率機器の更新促進、スマートメーターによるエネルギー管理の徹底などで、経済的な節約メリットも生む省エネ方策の導入が不可欠と考えられます。





■１省エネルギーの推進





１　エネルギーの有効利用改訂の視点　～環境審議会の検討内容から～


エネルギーの有効利用の章を改定するにあたり、環境審議会において施策の体系を整理しました。検討の結果、以下の視点で4本の施策の柱に整理し、それぞれ施策を位置付けています。








・①「省エネルギーの推進」、②「再生可能エネルギーの導入促進」、③「効率的なエネルギー利用の促進」におけるそれぞれの取組みが相乗効果を発揮し、「低炭素まちづくり」を実現する仕組みづくりが必要になります。


・原子力発電の停止等に伴い、当面化石燃料の利用増大が懸念されますが、CO2の排出抑制の観点からも、電気自動車の普及促進を図る必要があります。


・すべての人が安全・安心に暮らすことができ、また地域経済の活性化等を促すなど、魅力的なまちづくりに寄与していくことのできるエネルギー政策のあり方を考えていく必要があります。


・エネルギーの面的利用の推進やスマートグリッドの活用、集約型都市構造への転換、屋上・壁面の緑化や風の道に配慮したまちづくり等によるヒートアイランド対策など、都市レベルで低炭素まちづくりを進めるための取組についても検討する必要があります。





・電力供給の面で不安定な面のある再生可能エネルギーの高度利用を図るには、蓄電池など補完設備の普及が重要な課題となります。


・これまで十分利活用されていなかった市域の資源やエネルギー源に着目し、その有効利用を図ることも有効です。例えば、下水道汚泥処理、ごみ焼却処理などの施設を都市部の貴重なエネルギー・熱源施設として捉え直し、効率的なエネルギー利用を図っていくことが重要になります。　


・省エネ・創エネ・蓄エネに加え、コジェネレーションシステムやサーマルリサイクルなど、エネルギーを無駄なく、最大限に利用できる技術導入も必要です。








■４低炭素まちづくりの推進





■３効率的なエネルギー利用の促進





鎌倉市省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する条例


平成24年7月9日


条例第10号


�





私たちの生活は、多くのエネルギー消費の上に成り立っています。しかし、大量生産・大量消費というライフスタイルは、環境悪化の主な原因になっています。このまま放置すれば、世界規模の砂漠化の進行や海面上昇にとどまらず、食料不足、飲料水の枯渇、生態系の破壊など、人類が生存する基盤である地球環境への深刻な影響が予想されます。資源を過剰に消費せず有効活用するよう、省エネルギーの推進を図るとともに、環境にやさしい再生可能なエネルギーの創出が求められます。


また、平成23年3 月に発生した東日本大震災に伴う原発事故は、原子力発電にも依存できないことを明らかにしました。まさに、エネルギー政策の転換を図ることが急務となっています。


鎌倉市は、歴史的文化的遺産を持ち、海と豊かな緑に囲まれたまちです。エネルギーの効率的な利用を推進し、再生可能なエネルギーの導入に積極的に取り組むことにより、将来にわたって持続可能な循環型社会のシステムを構築するためにこの条例を制定します。


（目的）


第１条　この条例は、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進について、市、市民及び事業者の責務を明らかにし、施策の基本となる事項を定め、環境保全に貢献するとともに市民の快適な生活の安定に寄与することを目的とします。


（定義）


第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによります。


 市民　市内に居住する者又は市内に通勤若しくは通学する者をいいます。


 事業者　市内で事業活動を行うすべての者をいいます。


 省エネルギー　エネルギーの使用の節約及び効率化を図ることをいいます。


 再生可能エネルギー　次に掲げるエネルギーをいいます。


ア  太陽光、太陽熱、風力、水力、地中熱等を活用して得られるエネルギー


イ  間伐材、剪定枝、建築廃材、下水汚泥、生ごみ等のバイオマスから得られるエネルギー


ウ  工場、変電所、焼却炉等から得られる熱を再利用して得られるエネルギー


エ  廃食用油その他食用としない植物資源によるバイオエタノール燃料から得られるエネルギー


（市の責務）


第３条　市は、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に向けて、次の各号に掲げる施策に積極的に取り組むものとします。


⑴　市民及び事業者に対する省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する的確な情報の提供及び必要な支援


⑵　省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関連する産業の育成


⑶　省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に取り組む地域づくり


⑷　次世代を担う子どもへのエネルギー利用及び環境のあり方についての教育に関する取組への支援


⑸　公共施設における省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する施策の実施


（エネルギー計画の策定）


第４条　市長は、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に向けて、前条各号の施策に関する基本的な方針を示す計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとします。


２　市長は、基本計画策定後、1年を目途に実施計画を策定するものとします。　


３　市長は、計画の策定に当たっては、あらかじめ、市民及び事業者の意見を反映するよう必要な措置を講じるものとします。


４　市長は、基本計画及び実施計画策定の進捗状況及び執行状況について市民に公表するものとします。


５　市長は、少なくとも３年ごとに基本計画を検討し、必要に応じて見直すものとします。


（施策の推進）


第５条　市のエネルギーに関する施策は、基本計画及び実施計画に沿って進めるものとします。


（事業者の責務）


第６条　事業者は、その事業活動を行うに当たって、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に積極的に努めるとともに、市が実施する施策に協力するよう努めるものとします。


（市民の責務）


第７条　市民は、日常生活において、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に積極的に努めるとともに、市が実施する施策に協力するよう努めるものとします。





２　鎌倉市省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する条例


平成２４年鎌倉市議会６月定例会において議員提案により、エネルギー政策のビジョンの確立を目的とした「鎌倉市省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する条例」が可決されました。この条例には、鎌倉市がエネルギー基本計画と実施計画を定めることが規定されています。





（表彰）


第８条　市は、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関し功績のあった者に対して、表彰その他の必要な措置を講じるよう努めるものとします。


（市民及び事業者の意見の反映）


第９条　市は、省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する施策に対して、市民及び事業者の意見が反映できるよう必要な措置を講じるものとします。


（委任）


第10条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定めるものとします。


付　則


（施行期日）


１　この条例は、公布の日から施行するものとします。


（基本計画策定期日）


２　基本計画は、平成25年度中に策定するものとします。
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